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業務委託仕様書 
 
１ 業務名 
  事業者向け設備導入応援補助金（物価高騰対応）受付審査等業務 
 
２ 定義 

事業者向け設備導入応援補助金（物価高騰対策）（以下「本補助金」
という。）とはエネルギー価格の上昇に伴うコスト増加に加え、人手不
足や高齢化など、複合的な経営課題に直面する事業者が、それら負担の
軽減等のため省人化・省力化・業務効率化等に資する設備の導入・更新
等をする際に係る経費の一部を補助することで、地域経済の活力維持・
向上を図るものです。 

 
３ 目的 

本業務は、本補助金に関する申請受付及び審査等に係る業務を行うこ
とを目的とする。 

 
４ 契約期間 

契約締結日から令和 8 年３月１８日 
 
５ 履行場所 
  さいたま市浦和区常盤６−４−４ さいたま市役所内 
 
６ 本補助金の交付内容（参考） 
  本補助金は以下の内容において市が交付します。 
（１）補助率等 
   補 助 率：補助対象経費（設備費・工事費等）の３分の２ 

補助上限額：１事業者あたり１，０００万円（１回限り） 
予算上限額：２億３，２００万円 

（２）基本スケジュール（予定） 
   令和 7 年 ８月 29 日 補助金交付申請受付開始（郵送） 
   令和７年１０月 3 日 補助金交付申請受付終了 
     交付申請後随時 工事完了実績報告受付（郵送） 
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     実績報告後随時 補助金交付請求受付（郵送） 
   令和８年 ２月 18 日 補助金事業完了報告期限 
   令和８年 ３月 18 日 補助金交付手続き完了及び完了報告書等 

提出期限 
上記スケジュール概要を基本とし、予算が上限に達する等の状況に

応じた変更や詳細については、委託者、受託者双方の協議により定め
るものとする。 

（３）申請数の見込み 
   ３００件程度 
（４）１日あたりの対応件数（見込み） 
   申請受付：最大４０件程度 
   電話対応：最大４０件程度 
 
7 人員配置、職務要件及び必要とされる能力 

人員については、業務責任者及び副業務責任者に加え適切な業務従事
者を配置するものとする。 

（１） 業務責任者及び副業務責任者 
①  国又は地方自治体等が実施する補助金業務若しくは類似業務にお

いて知識、経験及び技能を有するとともに、関係法令及び業務の
重要性を十分に理解していること。 

②  業務従事者への教育・研修、電話・窓口対応業務の管理運営能力
などを有すること。  

③  業務従事者で対応困難な案件への適切な対応及び委託者との調整
等を行うこと。 

④  業務責任者は、業務従事者の業務内容及び役割を適切に定め、対
応業務の品質確保に向けた必要な措置を講じるとともに、委託者
との調整及び要請に迅速に対応すること。 

⑤  副業務責任者は、業務責任者を補佐し、業務責任者に事故がある
ときは、その職務を代行すること。 

（２） 業務従事者 
① 本業務又は類似の業務について十分に理解していること。 
② 業務に必要な機器操作（オペレーター機器、ＯＡ機器及び応募者 

を管理するシステム等の知識及び技能）を有すること。 
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③ 各種マニュアル等に基づき迅速かつ的確な対応ができること。 
④ 対応困難な内容は、業務責任者又は副業務責任者へ引き継ぎを行 

うこと。 
⑤ 本業務と直接関係のない場合は、可能な範囲で適切な問合せ先や 

窓口等の案内を行うか又は業務責任者若しくは副業務責任者へ引 
き継ぎを行うこと。 

 
８ 業務内容 

受託者は、以下（１）及び（２）の業務について、委託者が用意する
さいたま市役所内の執務室で実施する。 

（１）電話及び窓口対応業務 
① 開設期間及び時間 
 ア 電話対応業務 

令和 7 年８月２5 日から令和 8 年３月 18 日までの平日 
（令和 7 年１２月２９日から令和 8 年１月 3 日を除く。） 
午前８時３０分から午後５時１５分まで  

   イ 窓口対応業務 
令和 7 年 8 月２9 日から令和 8 年３月 1８日までの平日 
（令和 7 年１２月２９日から令和 8 年１月 3 日を除く。） 
午前８時３０分から午後５時１５分まで  
※ただし、委託者、受託者双方合意の下、ア・イの開設期間及び 

時間を変更することができる。 
② 内容 

ア 管理運営業務 
（ア）業務マニュアルの作成 

○ 受託者は、委託者が提供する資料に基づき、必要事項を確
認するとともに、修正点等について委託者と適宜協議し、
電話及び窓口対応業務に係るマニュアルを作成すること。 
なお、その際は修正履歴を残すものとする。 

（イ）実施体制の構築等 
○ 受託者は、従事者に対し必要な研修及び訓練を行うこと。 

なお、研修は以下に留意して行うこと。 
・業務マニュアルの内容等、業務に必要な知識の取得 
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・秘密の保持（守秘義務）及び個人情報の保護への理解 
・電話及び窓口対応能力の向上 

○ 受託者は、電話、窓口対応、業務の記録及び数値管理を行
うこと。 

○ 受託者は、業務体制図を作成し、委託者へ提出すること。 
○ 受託者は、業務責任者届を作成し、委託者へ提出するこ

と。 
○ 受託者は、業務マニュアルを委託者へ電子媒体及び紙にて

提出すること。 
○ 受託者は、ＦＡＱ、日次報告、その他必要な様式を整備す

ること。 
○ 受託者は、委託者と協議の上、事務室のレイアウトを定め

るものとする。 
○ 受託者は、委託者が用意する机、椅子、キャビネット及び

固定電話以外で、窓口対応業務で必要とする事務用消耗品
及びパソコン等の備品等については受託者の負担で用意す
ること。 

○ 受託者は、上記で用意したパソコンについては各種データ
の送受信等が行えるよう必要な準備を行うこと。 

○ 電話設備及び回線は、委託者が用意するものとする。 
○ 受託者は、電話及び窓口対応業務の運営に必要な消耗品の

購入その他業務を適正に運営するために必要な管理業務を
行うこと。 

○ 受託者は、すべての業務終了後に、業務上設置した備品等
について受託者の負担により撤去する。 

イ 対応内容 
○ 受託者は、入電された問合せに対し、本補助金制度に関す

る内容、支給要件や処理状況（受理の有無・振込日等）等
の説明を行うこと。 

○ 受託者は、窓口等における申請書等提出者（予定者を含
む）に対し、本補助金に関する説明、申請書等の記載方法
や補記訂正指導、申請書等の受領をはじめ、本補助金の交
付申請等に必要な対応を行うこと。 
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○ 受託者は、処理方法に特段の配慮を必要とする場合、個人
情報を含め委託者へ引き継ぐものとする。 

○ 受託者は、申請等予定者から申請書等の発送を求められた
場合、必要書類の封入を行い、速やかに委託者へ納品する
こと。 

○ 受領した申請書等については、受託者の責任において保管
すること。 

○ 受託者は、その他問合せや窓口対応に必要となる業務を実
施すること。 

ウ 報告業務 
受託者は、以下に示す内容を電子媒体により、報告書として委
託者に提出すること。なお、委託者から指示がある場合は、適
宜提出すること。 

（ア）日次報告 
○ 前日の対応件数等を集計したもの 

（イ）随時報告  
○ 委託業務履行上の課題及び改善案 
○ 過誤事象又は同等と推察される事象 
○ その他委託者への報告が必要と判断される事象 

③ 対応言語 
原則として日本語とする。 

   
（２）申請書等確認業務 

① 実施期間 
 令和７年８月２９日から令和８年３月 18 日まで 

（令和７年１２月２９日から令和８年１月３日を除く。） 
午前８時３０分から午後５時１５分まで  
ただし、委託者、受託者双方合意の下、開設期間及び時間を変更

できる。 
  ② 内容 
   ア 管理運営業務 

（ア）業務マニュアルの作成 
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○ 受託者は、委託者が提供する資料に基づき、必要事項を確
認するとともに、修正点等について委託者と適宜協議し、
申請書等確認業務に係るマニュアルを作成すること。 
なお、その際は修正履歴を残すものとする。 

（イ）実施体制の構築等 
〇 受託者は、従事者に対し必要な研修及び訓練を行うこと。 

なお、研修は以下に留意して行うこと。 
・業務マニュアルの内容等、業務に必要な知識の取得 
・秘密の保持（守秘義務）及び個人情報の保護についての

理解 
〇  受託者は、記録の管理及び統計処理、就業管理、消耗品の 

購入その他業務を適正に運営するために必要な業務を行 
うこと。 

〇  受託者は、申請内容等の情報を一元的に管理すること。 
〇  申請書等及び添付資料の受領に当たっては、さいたま市役 

所宛に届いた郵送物を委託者から引き取り、開封作業を行 
うこと。 

〇 受託者は、その他運営管理に必要となる業務を行うこと。 
   イ 事前業務 

○ 受託者は、委託者から提供された補助金の案内（色上質・
中厚口・A３・両面）、申請書（A4・両面）、記入例
（A4・両面）、チェックシート（A4・両面）の印刷を行う
こと。 

○ 印刷部数は、補助金の案内は 3,000 枚、申請書、記入例、
チェックシートは各 1,200 枚とすること。 

○ 受託者は、上記印刷物の作成に当たっては、委託者による
校正を１回以上受けなければならない。 

○ 受託者は、上記印刷物の丁合作業を行うこと。 
○ 受託者は、上記印刷物を作成するにあたり、委託者と協議

の上、申請者が申請を行うに際しての負担軽減策を講じる
こと。 

○ 受託者は、令和７年８月中旬に委託者が発送できるよう、
速やかに委託者に納品すること。 



7 
 

○ 受託者は、交付決定通知等発送時に使用する封筒を作成す
ること。 

○ 受託者は、宛名不完全等で返還のあった交付決定通知等を
引き受けられるよう、必要に応じて封筒を作成する際は
「発行人」のほか「差出人」、「返還先」等の印字を行う
こと。 

   ウ 申請書等審査等業務 
〇 受託者は、交付申請書・内容変更等申請書・事業完了報告 

書・交付請求書及び各種添付書類等（以下「申請書等」とす 
る。）の審査を以下の手順に沿って行うこととする。 
・受託者は、委託者から申請書等を随時引き取り、内容を確 
 認する。 
・構築したシステムに当該内容を入力し、データを作成し申 

請書等提出状況の管理を行う。 
・申請書等のスキャニングデータの作成を行う。作成したス 

キャニングデータ等は随時、委託者に納品する。なお、引 
き取り及び納品時においては、セキュリティを確保するこ 
と。 

〇 受託者は、申請書等提出者から取下書が提出された場合、当 
該提出者からの申請書審査事務を速やかに停止するととも 
に、受領した申請書等については、受託者の責任において保 
管することとする。 

   エ 申請書等審査業務における注意事項 
〇 受託者は、受付済みの申請書等について、本補助金の支給要 

件に該当するか否かを確認し、審査情報の入力を行う。 
〇 受託者は、申請書等を到着日付毎に管理し、以降に提出され 

る書類については、その申請書等とセットで管理する。 
〇 受託者は、委託者の窓口等に提出のあった申請書等を受領 

し、審査を行うこと。 
〇 受託者は、不正受給を未然に防ぐため、申請書等の厳格な審 

査を行う。 
〇 受託者は、申請書等の受領日から起算し、概ね１４日以内に 

処理データを委託者へ納品できるよう、申請等提出数に応じ 
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て必要な人員を配置すること。 
〇 受託者は、その他申請書等審査に必要な業務を行う。 

   オ 不備アウトバウンドコール業務 
○ 受託者は、以下の手順に沿って不備アウトバウンドコール

を行う。 
・申請書等の添付が不足する場合又は申請等の内容に疑義

がある場合は、さいたま市役所宛に追加書類や必要書類
の提出を依頼するものとする。 

・申請書等の補記訂正が必要な場合や、窓口等への直接提
出の希望があった場合は、委託者執務室への来庁を案内
し、その対応は業務従事者が行い、必要に応じて、業務
責任者もしくは副業務責任者へ引き継ぎを行うこと。 

・支給要件外の確定は、申請書等提出者への聞き取りを行
った上で行うこと。 

・不備アウトバウンドコールを数回行ったが、申請書等提
出者と連絡が着かない場合は、書面にて申請書等の添付
書類不足、申請内容の疑義について通知するものとす
る。 

カ 交付決定通知等作成業務 
○ 受託者は、申請書等審査業務の結果に基づき、申請書等提

出者に対し、本補助金の交付（不交付）決定通知・内容変
更等承認等決定通知・交付額確定通知等（以下、「通知」
という。）を委託者が指定する様式で作成するとともに、
事前業務において作成した封筒への封入を行った上で速や
かに委託者に納品すること。 

○ 受託者は、封入を終えた郵便物を委託者に納品する際は、
郵便番号ごとに整理を行うとともに、併せて計数結果を報
告すること。 

○ 受託者は、宛名不完全等で返還のあった通知について、一
元的に管理を行うとともに、必要な確認及び修正を行った
上で上記に順じ、速やかに委託者に納品すること。 

   キ 予算管理業務 
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○ 受託者は、交付決定等が見込まれる金額を管理し、予算額
を超過する場合は、速やかに委託者へ引き継ぐものとす
る。 

ク 報告業務 
受託者は、以下に示す内容を電子媒体により、報告書として委
託者に提出する。なお、委託者から指示がある場合は、適宜提
出する。 

（ア）日次報告 
・申請書等受付件数、申請書等審査済み件数のうち交付可

能件数、申請書等不備の件数、不交付件数、交付決定見
込額等の業務実績値を日別に集計したもの 

（イ）随時報告 
・委託業務履行上の課題及び改善案 
・過誤事象又は同等と推察される事象 
・その他委託者への報告が必要と判断される事象 

  ③ 運営費用に関する要件  
   ア 申請書等確認業務の運営に必要となる事務用消耗品、審査等に

必要なパソコン等の備品等については、受託者の負担で用意す
るものとする。 

イ 申請書等確認業務で発生する通信・設備工事費については、受
託者が負担するものとする。 

  ④ その他 
    個人情報が記載された書類等については、成果物の納品時に委託

者の指定する場所へ納品すること。 
 
９ 成果物 
  受託者は、業務完了後、速やかに完了報告書に業務報告書を添えて、

委託者に提出すること。 
（１）業務報告書 
  ① 内容 
    業務履行の過程で作成した資料等一式（実施計画書、業務マニュ

アル、ＦＡＱ等の資料） 
  ② 納期 
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    令和 8 年３月 18 日 
  ③ 媒体 
    電子媒体２部、紙媒体１部 
（２）申請書等の原本及びスキャンデータの整理・納品業務 
  ① 整理方法 
   ア 受託者は、委託者が用意するフォルダ及び文書保存箱等の必要

備品を受領し、申請書等の原本の整理を行うこと。 
イ 受託者は、自身が用意する任意の電子媒体にて申請書等のスキ

ャンデータの整理を行うこと。 
   ウ 受託者は、申請書等の原本及びスキャンデータを申請区分（個

人事業主、法人）別、50 音別の順番に整理すること。 
   エ 受託者は、その他整理に必要となる業務を実施すること。 
  ② 納期 
    令和８年３月 18 日 
  ③ 納品場所 
    委託者が指定する場所 

④ 納品方法 
   ア 受託者は、委託者が指定する文書保存箱に申請書等の原本を格

納し、納品すること。 
   イ 受託者は、申請書等のスキャンデータを自身が用意した電子媒

体に格納し、納品すること。 
10 業務履行全般における留意事項 
（１）本業務の実施に当たっては、関係法令等を遵守し、常に善良なる注

意をもって、誠実に責務を果たすこと。 
（２）本業務上発生した個人情報に関する帳票類等（電子データも含

む。）は、情報の漏えい、滅失及びき損等の防止の措置等を講じ、委
託者の定めるところにより、適正に回収廃棄等を行うこと。また、上
記個人情報については、前述の実施場所のみで取扱い、持ち出し等を
禁止する。 

（３）業務を遂行するに当たっては、公務を執り行っていることを十分に
意識し、身だしなみ、言葉遣い等に注意し、迅速丁寧な対応を心が
け、委託者の信用を失墜するような行為を行ってはならない。 



11 
 

（４）受託者及び各業務の実施に係る従事者は、新型コロナウイルス感染
症をはじめとする各種感染症の予防措置等を徹底に努めること。 

（５）受託者が不当要求行為を受けた場合又は不当要求行為による被害を
受けた場合若しくは被害が発生するおそれがある場合は、委託者に報
告するとともに、所轄の警察署に通報する。また、受託者は、委託者
及び所轄の警察署と協力し、不当要求行為の排除対策を講じること。 

（６）受託業務における現場従事者への指揮・命令、管理・監督及び指
導・育成等は、以下の場合を除き、受託者が責任をもって行う。 

  ① 委託者は、業務着手時における仕様等について補足的な説明を行 
    う等の必要がある場合、受託者の管理・監督の下、業務従事者に 

対し必要な技術指導等の措置を講じる。 
  ② 委託者は、安全衛生上緊急に対処する必要のある事項について、 
    業務従事者に対し必要な措置を講じる。 
（７）受託者は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づ

き、障害者に対して合理的配慮の提供に努めること。 
（８）本仕様書による成果（対応記録データを含む。）及び納品物の一切

の権利は委託者に帰属するが、一部に受託者に属する著作権、特許
権、肖像権等が残存する場合においては、その内容を納品時にすべて
明示し、その権利を行使する場合には、その一切について、書面によ
る委託者の承諾を要するものとする。 

（９）受託者は、本仕様書による成果及び納品物が、委託者以外の者が有
する著作権、特許権、肖像権等の権利を害しないことを確認するこ
と。 

（１０）受託者の変更が生じた場合は、業務が円滑に行えるように、新規
の受託者への引き継ぎ等を含め、委託者に協力すること。 

（１１）委託者は、受託者の本業務委託の結果に関し、受託者の責に帰す
べき事由により被った被害について、受託者に対し損害賠償を請求す
ることができる。 

（１２）受託者は、業務を履行するにあたり、人権の尊重を基本とすると
ともに、人権に関する社員研修の実施等により、業務従事者が人権に
配慮することができるよう努めること。 

11 その他 
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この仕様に定めのない事項又は制度改正や事務改善の提案等によりこ
の仕様に疑義が生じた事項については、委託者と受託者が協議・調整を
し、これを定めるものとする。 


